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１．はじめに 

 

2000年代後半以降、我が国では、全国人口が減少に転

じ、都市部人口の都心回帰がみられる中で、人口減少地

区が目立つようになってきた。人口減少地区は、地方山

間部の小集落の他、都市部の郊外住宅団地にも存在する。

近年では、これらの人口減少地区からの撤退（全住民の

移住）が現実的な政策課題として浮上しつつある。 

都市部の郊外住宅団地では、高度成長期以降の短期間

に分譲が行われ同一世代が一斉に入居したケースが多い。

このため、ある時点で住民が一斉に高齢化し、新たな転

入者がない場合にはいずれは空室が急激に増加すること

となる1)。こうした郊外住宅団地を複数抱えている都市

においては、一部の郊外団地に居住する全住民の都市中

心部への移住や他の郊外住宅団地への移住（住宅団地の

集約）は、当該団地の住宅の維持管理・建て替え費用の

節約、当該団地に関連するインフラストラクチャーの維

持管理・大規模更新費用の節約、移住先での空室・空き

家の減少および公共交通サービスの採算性向上（あるい

はサービス水準の向上）をもたらすと考えられる。 

郊外住宅団地からの全住民の移住（撤退）は、いわゆ

るコンパクトシティや公共交通を中心とするまちづくり

（に向けたプロセス）を意味するとも言えるが、これら

の実現は、多くの文献 例えば、2)で指摘されているように、

都市全体の環境負荷低減、都市住民の厚生水準の向上、

都市住民間の公平性確保に寄与する可能性が高い。しか

し、実際に全住民の移住を実施するにあたっては、移住

者への補償金の支払いや撤退後の地区再整備が必要と考

えられ、費用対効果の検証が不可欠であろう。 

本稿では、以上の背景を踏まえ、都市郊外部における

高齢化および人口減少が進展しつつある住宅団地からの

撤退による便益および費用を整理した上で、撤退のため

の条件、撤退の最適なタイミングについて検討し、単純

化した仮想都市での数値シミュレーションを行う。 
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２．対象とする仮想都市と撤退の考え方 

 

 本稿では、概念整理のため、対象とする都市を単純化

し、１つの中心市街地と２つの郊外住宅団地（人口減少

が進みつつある集合住宅群）から成る仮想都市を設定し、

２つの郊外住宅団地のうち１つの住宅団地から全住民が

中心市街地およびもう１つの郊外住宅団地に移住するケ

ースを考える。ここで、住宅団地１および中心市街地の

集合住宅には十分な空室があり、住宅団地２の住民の流

入による新たな住宅建設は必要ないものとする。 

対象とする仮想都市と１つの郊外住宅団地からの撤

退のイメージを図－１に示す。 
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図－１ 対象とする仮想都市と撤退のイメージ 

 

３．住宅団地からの撤退による便益 

 

 郊外の住宅団地２の全住民が住宅団地１および中心市

街地に移住することによって発生する便益は、住宅の維

持・更新に関わる便益、インフラストラクチャーの維

持・更新に関わる便益、公共交通機関に関連する便益に

大別できる。 

 住宅団地２の全住民の撤退により、住宅団地２の集合

住宅に関しては、毎年の維持管理費用および将来のいず

れかの時点で必要となる建て替え費用が節約できる。中

心市街地および住宅団地１の集合住宅に関しては、空室

戸数の合計が移住者の戸数を上回る限りにおいては、撤

退の有無に関わらず一定の維持管理費用、建て替え費用

が必要となる。したがって、住宅団地２の住宅の維持管

理・建て替え費用の節約額が住宅の維持・更新に関わる

便益となる。 



 同様に、インフラストラクチャー（道路、上下水道

等）に関わる便益についても、住宅団地２に関連するイ

ンフラストラクチャーの維持管理費用、大規模更新費用

の節約額に等しくなる。 

 公共交通機関（基本的には郊外住宅団地と中心市街地

を結ぶバス）に関連する便益としては、住宅団地２と中

心部を結ぶ公共交通の廃止による運行費用の削減、住宅

団地１と中心部を結ぶ公共交通の採算性向上およびサー

ビス水準向上による郊外住民の利便性の増加、中心市街

地の住民増加と郊外住宅地における交通弱者の中心市街

地への移動機会増加に伴う中心市街地の活性化、公共交

通の手段分担率増加に伴う環境負荷の低減が挙げられる。 

 表－１に住宅団地２からの撤退による便益項目を整理

したものを示す。 

 

表－１ 郊外住宅団地からの撤退による便益項目 

種類 地区 項目 時点

撤退団地 維持管理費用の節約 毎年

建て替え費用の節約 特定年

撤退団地 維持管理費用の節約 毎年

大規模更新費用の節約 特定年

撤退団地～
中心市街地

運行費用の削減 毎年

集約団地～
中心市街地

採算性向上 毎年

サービス水準向上 毎年

中心市街地 社会・経済の活性化 毎年

都市全体 環境負荷の低減 毎年

住宅の維持
・更新関連

インフラの
維持・更新関連

公共交通機関
関連

 

 

 住宅の耐用年数は構造種類によって異なるため、将来

各年の住宅の維持管理費用、建て替え費用を実際に推計

するためには、住宅団地の構造種類別、建築年別の建築

ストック（戸数、床面積等）のデータが不可欠である。

同様に、インフラストラクチャーの維持管理・大規模更

新費用についても、実際の推計に際してはインフラスト

ラクチャーの種類別、建設年別のストックデータが必要

となる。また、公共交通機関に関連する便益推計の際に

は、集約した住宅団地と中心市街地間の公共交通のサー

ビス水準を想定した上で、公共交通の利用者数、中心市

街地における経済活動状況を推計する必要がある。 

 

４．住宅団地からの撤退に伴う費用 

 

 一般に、住民の移住に伴う社会的費用としては、転居

時に一時的に必要となる引っ越し代の他、転居後に永続

的に発生する労働所得、住宅費用、物価、地方税の変化

等の金銭的費用、利便性、快適性および交流性の変化に

伴う非金銭的費用が挙げられる 3)。住宅団地からの全住

民の移住を実現するためには、全住民に対してこれらの

費用に相当する補償金を支払う必要があると考えられる。

また、地区からの撤退に際しては、住民への補償金に加

え、地区を自然に戻す等の再整備費用、再整備後の永続

的な地域保全費用も必要となろう。 

 住民の移住に伴う社会的費用を計測した事例としては、

千葉県南部の２つの限界集落の住民を対象としたアンケ

ート調査をベースとしたもの 4)がある。この調査結果に

よると、住民１人あたりの移住に伴う費用は、引っ越し

代等の一時的費用が20～30万円、永続的な金銭的費用が

約80万円／年、永続的な非金銭的費用が70～90万円／年

となっている。しかし、本稿で想定する都市郊外部の住

宅団地住民の中心市街地や他の郊外住宅地への移住に関

しては、同一都市内での移住であるため、労働所得の変

化は基本的になく、住宅費や物価の変化、利便性、快適

性および交流性の変化、これらの変化に伴う１人あたり

の社会的費用についても、限界集落から他の都市・地域

への移住と比較するとかなり小さいことが予想される。 

 一方、撤退後の住宅の解体・更地化に関しては、都市

部の集合住宅は一般に地上部の階数が多く地下部の構造

も複雑な場合が多いため、地方部の住宅と比較して、費

用が大きくなると考えられる。また、地域保全のための

人件費に関しても、一般的には都市部の方が大きくなる

と思われる。 

 表－２に、人口減少地区からの撤退に際しての費用項

目、各項目の都市郊外部の住宅団地からの撤退の場合と

地方山間部の限界集落からの撤退の場合の相対的な大小

関係を示す。 

 

表－２ 人口減少地区からの撤退に伴う費用項目 

都市
郊外部

住宅団地

地方
山間部

限界集落

労働所得の変化 小 大

住宅費用の変化 小 大

物価の変化 小 大

地方税の変化 小 大

快適性の変化 小 大

利便性の変化 小 大

交流性の変化 小 大

解体・更地化 大 小

新規整備 同程度 同程度

人件費 大 小

交通アクセス 小 大

撤
退
地
区

地域保全
費用

再整備
費用

引っ越し代
一時的な
費用

永続的な
金銭的
費用

永続的な
非金銭的
費用

相対的な大小関係

項目

同程度 同程度

住
民
へ
の
補
償
金

種類

 

 

 ここで、撤退地域からの移住によって、移住先での住

宅やインフラストラクチャーが不足する場合には、新規

の住宅やインフラストラクチャーの整備費用、整備後に

はそれらの維持管理・更新費用が必要となる。しかし、

本稿では、移住先に十分な空室がある場合を想定してい

るため、これらの項目は計上していない。 



なお、表－２に示した住民への補償金を実際に推計

するためには、限界集落の場合と同様、当該住宅団地の

住民を対象としたアンケート調査により、移住に伴う１

人あたりの金銭的費用、非金銭的費用を把握する必要が

ある。 

 

５．撤退の条件とタイミング 

 

（１）便益および費用の定式化 

 住宅団地２からの撤退に伴う t 年における社会的便益

（Bt ）は、撤退しなかった場合の住宅団地２の住宅の

維持管理費用（BMCt
2）および建て替え費用（住宅が耐

用年数に達した年のみ）（BRCt
2）、撤退しなかった場

合の住宅団地２に関連するインフラストラクチャーの維

持管理費用（IMCt
2）および大規模更新費用（IRCt

2）

（インフラストラクチャーが耐用年数に達した年のみ）、

撤退しなかった場合の住宅団地２と中心市街地を結ぶ公

共交通の運営費用（PTOCt
2）、撤退した場合の住宅団

地１と中心市街地を結ぶ公共交通に関連する便益

（PTBt
1）、中心市街地の活性化に伴う便益（ECBt

c）お

よび都市環境の改善による便益（EVBt ）の和で表され

る。 
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ここで、上付き添え字は、地区（１：住宅団地１、２：

住宅団地２、c：中心市街地）を表している。 

 一方、住宅団地２からの撤退に伴う t 年における社会

的費用（Ct ）は、移住した住民の移住に伴う一時的費

用（RTCM t
2）、永続的な金銭的費用（RMCM t

2）および

非金銭的費用（RNCM t
2）、住宅団地２の撤退後の再整

備費用（RDC t
2）（撤退直後のみ）、再整備後の地域保

全費用（AMC t
2）の和で表される。 
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（２）撤退の条件と最適タイミング 

 いま、任意のτ年に住宅団地２から撤退し、全住民が

中心市街地および住宅団地１に移住する場合を考える。 

τ年に社会的に撤退をすべきための条件は、明らか

に、τ年以降将来にわたる便益の割引現在価値の和が費

用の割引現在価値の和を上回ることであり、(3)式で表

される。ここで、i は割引率である。 
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 ただし、住宅団地２への人口流入がないと仮定すると、

移住対象者は毎年高齢化し、対象者数が徐々に減少して

いくため、移住時を基準時点とする便益の割引現在価値

の和、費用の割引現在価値の和は、移住時点によって変

化する。このため、純便益（便益－費用）の割引現在価

値（NPV）が最大になる時点に全住民の移住を実施する

のが社会的に最適となる。 
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 移住時を基準時点とする便益の割引現在価値の和、費

用の割引現在価値の和の移住時点による変化、移住の最

適タイミングのイメージを図－２に示す。 
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図－２ 移住の最適タイミングのイメージ 

 

なお、便益および費用の項目のうち、住宅団地２の

住宅の維持管理費用、住宅団地２に関連するインフラス

トラクチャーの維持管理費用、住宅団地２と中心市街地

を結ぶ公共交通の運営費用、その他公共交通関連の便益

のうち移住住民以外に帰着するもの、住宅団地２の撤退

後の再整備費用、再整備後の地域保全費用については、

その割引現在価値の和は移住時点に依らず概ね一定であ

ると考えられる。したがって、移住の最適タイミングの

条件は(5)式に書き換えられる。 
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ここで、RB2 は住宅団地１と中心部を結ぶ公共交通運行

に伴う移住住民に帰着する便益である。 

 

６．数値シミュレーション 

 ここでは、人口2,000人の高齢化が進展しつつある仮

想的な郊外住宅団地を想定し、住宅団地の人口減少率は

14期までが２％、15期以降が20％と仮定する。便益およ

び費用の各項目の金額については、表－３のとおり設定

する。 

 

表－３ 便益および費用の各項目の設定 

項目 金額 期

住宅の建て替え費用 100億円 10期

インフラストラクチャー
の大規模更新費用

50億円
 5期
以降10期毎

移住住民に帰着する便益 10万円／人 毎期

一時的費用 25万円 撤退時

永続的な金銭費用 40万円／人 毎期

永続的な非金銭費用 40万円／人 毎期  

 

 撤退時期（τ）を１～20期まで変化させ、各τについ

て撤退後50期後までの各便益・費用項目の金額を算出し、

撤退の最適なタイミングを(5)式に基づき判定する数値

シミュレーションを行う。なお、割引率は４％とする。 

数値シミュレーション結果を図－３に示す。 
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注）NPV = BPV – CPV ， 
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図－３ 数値シミュレーション結果 

 

 図－３より、NPVは５期、10期、15期といった住宅

の建て替え費用やインフラストラクチャーの大規模更新

費用が発生する時期に撤退した場合に大きくなっており、

撤退の最適なタイミングは10期であることが分かる。 

 

７．おわりに 

 

 本稿では、都市郊外部における高齢化および人口減少

が進展しつつある住宅団地からの撤退（全住民の他の郊

外住宅団地および中心市街地への移住）による便益およ

び撤退に伴う費用の項目を整理した上で、撤退のための

条件、撤退の最適なタイミングの分析方法を提案した。

撤退による便益としては、撤退しなかった場合に必要と

なる撤退団地の住宅の維持管理費用・建て替え費用およ

び撤退団地に関連するインフラストラクチャーの維持管

理費用・大規模更新費用の節約、撤退団地と中心部を結

ぶ公共交通の廃止による運行費用の削減、他の団地と中

心部を結ぶ公共交通の採算性向上およびサービス水準向

上による郊外住民の利便性の増加、中心市街地の活性化、

環境負荷の低減が挙げられた。また、撤退に伴う費用と

しては、移住する住民への補償金として必要となる一時

的な引っ越し代、所得の変化等の永続的な金銭的費用お

よび快適性の変化等の永続的な非金銭的費用、撤退団地

の再整備費用および再整備後の地域保全費用が示された。

さらに、単純化した仮想都市での数値シミュレーション

を行った結果、住宅の建て替え費用やインフラストラク

チャーの大規模更新費用が発生する時期に撤退するのが

最適となる可能性が高いことが示唆された。 

 実際の都市および住宅団地を対象とした実証分析に向

けては、対象団地の住宅の構造種類別建築年別ストック

およびインフラストラクチャーの種類別建設年別ストッ

クのデータ入手、これらのデータに基づく住宅の維持管

理・建て替え費用およびインスラストラクチャーの維持

管理・大規模更新費用の推計方法の検討、公共交通機関

に関連する各種便益の推計方法の検討、住宅団地の住民

の移住に関わる各種費用推計のためのアンケート調査の

詳細検討等が必要である。また、撤退団地の選定方法の

検討も今後の課題である。 
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